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今回発表の

事業所や

サービスの

紹介

平成 6 年に中野区が設立した福祉サービス事業団が経営する特別養護老人ホー
ムの一つである。平成 15年より自主運営となり、長期、中期の経営改革計画を
作成し運営に当たっている。平成 21年度に作成した「第 2次特養等経営改革計
画」の中で「日常生活介助の見直しによる快適な生活の推進」を掲げ、その一

つとして｢褥瘡予防」に職員が一丸となって取り組み、今年が 3年目となる。

《研究前の状況と課題》

①平成 21 年度の褥瘡発生件数は発赤も含めると
24 件で、職員の褥瘡に関する知識には差が見ら
れ、表皮剥離の報告を受けてから看護師がケアを

することもあり、発生をゼロにはできなかった。

②長期入院者がホームに戻って来たときには褥

瘡ができていることが多く、看護師が医療的ケア

を行っていた。このように、どちらかというと褥

瘡が出来てしまってから医療的処置中心のケア

が多かったという状況があり、褥瘡を作らないた

めの予防的ケアに取り組んでみようと考えた。平

成 22年、多職種からなる褥瘡予防対策委員会(以
下、｢委員会｣という)を発足させ、褥瘡対策の現状
を検討した結果①職員の一定レベルの知識の向

上と統一したケアが必要ではないか。（特にポジ

ショニング）②各職種の意見が生かされていな

い。専門性を発揮し、連携して取り組む必要があ

るのではないか。③褥瘡予防に適した環境整備の

必要があるのではないかという課題があがった。

《研究の目標と期待する成果》

経営改革計画の中では、平成 22 年度は褥瘡発生
リスクのある対象者 80%に対し褥瘡予防が達成
できるとなっていた。取り組むにあたっては、こ

れまでのように職員個々のやり方で行うのでは

なく、委員会が中心となり情報収集を行い、各専

門職がそれぞれの立場から適切な対策を提案し、

職員に周知を図るという方法が有効であると考

えた。取り組み手順として、まずはブレーデンス

ケールで高リスクと判定された 6名に対し、褥瘡
を発生させないことを目標とした。

＜期待する成果＞

Ⅰ 全職員が入所者の褥瘡発生リスクを把握し、

褥瘡予防に必要な一定の知識を持って適切なケ

アを継続してできるようになる。

Ⅱ 褥瘡予防及び早期治癒を促進するため、多職

種がそれぞれの専門性を発揮し、情報を共有して

連携を図り、チームケアができるようになる。

褥瘡発生率ゼロに向けた多職種連携による取り組み主題

成果につながる「褥瘡予防方法」の確立を目指して副題
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《取り組みの結果と評価》

＜期待する成果＞Ⅰについては、どの介護職が行

っても正しいポジショニングが継続してできる

ようになった。また、車椅子での姿勢崩れが見ら

れたらすぐに臥床させるなどの対応はできてい

たが、ベッドアップ時の背抜きについては、周知

不足なのかしている職員が少なかった。Ⅱについ

ては、取りまとめの場として委員会があったこと

が、各職種の専門性が生かされ連携につながっ

た。取り組みの結果、22年度の褥瘡の発生は、入
院中に発症して退院した 1名と発赤ができた高リ
スク者１名の計 2名であった。褥瘡予防率は 96%
で、当年目標の 80%を 16%上回った。

《まとめ》

今回の研究で、目標を上回る高い効果を上げるこ

とができたのは、これまでのようにただ漠然とし

た「思い」だけで介護するのではなく、多職種が

連携しエビデンスに基づいたケアを提供するこ

とができたからではないかと考える。今後は、さ

らにズレに対応するスキルアップを目指すと共

に、スキンケアの充実を図りたい。

《参考文献》

・「やさしくわかる 創傷・褥瘡ケアと栄養管理

のポイント」フットワーク出版社 塚田邦夫著

・「閉鎖性ドレッシング法による褥瘡ケア」

南江堂 徳永恵子著

《具体的な取り組みの内容》

①まずは、委員会でホーム独自の｢褥瘡予防指針｣

と「褥瘡予防対策マニュアル」を整備した。②次

に委員の役割として、看護師は、ブレーデンスケ

ールのチェック表を作成し、チェック方法や褥瘡

の見分け方などを施設内研修で職員に周知した。

ブレーデンスケールチェックは年 2回(5月・9月)
実施し、入所者の褥瘡発生リスクを把握した。対

象者は中・高リスク合わせて 47 名だった。③理
学療法士は課題であった正しいポジショニング

を行うために、対象者個々のポジショニングの写

真をベッドサイドのチェストの扉の中に貼り、そ

れを見てどの職員も同じケアができるよう指導

した。④介護職員はポジショニング、体位変換、

車椅子上でのプッシュアップや姿勢が崩れてき

たら臥床させるなど、ケアプランに沿ったサービ

スを実施した。⑤管理栄養士は栄養状態をアセス

メントし、プロテイン、亜鉛などの栄養サプリメ

ントや濃厚流動食を追加することで低栄養の改

善を図った。⑥施設ケアマネは上記対策をケアプ

ランに反映させ、サービスの具体化を促進した。

⑦また、委員会では、予防に効果的な物品の購入

や使用対象者の検討も行った。その結果、高機能

エアマットは発赤を繰り返す入所者に効果的で

あることもわかった。⑧取り組み状況は毎月 1回
の委員会で確認した。なお、取り組みにあたって

研修費及び物品購入費用等については、3 ヵ年に
わたり事業団より予算化(75万円)してもらい、経
営会議で四半期ごとに進捗状況を報告した。

《提案と発信》

【メモ欄】

褥瘡予防の取り組みは、職員が常に新しい知識を身につけ、統一したケアを継続でき

るかということが課題となる。そのためには、褥瘡予防を「サービスの質の向上｣と

捉え、施設全体で取り組む必要があることを職員に周知し、外部研修への参加や活用

を積極的に推進する姿勢が重要となる。また、質のよいサービスを提供するには、多

職種による役割分担と連携が不可欠であると確信した。


